
１．小児医療について

２．周産期医療について

３．精神科救急入院医療について

４．論点
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○ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律において、都道府県に対し、精神障害の救急医療が適切かつ効率的に提供さ
れるよう、精神科救急医療の確保を図ることが求められている。

○ 精神科救急医療体制の整備に当たっては、24時間365日搬送及び受入に対応できるシステムの確保や、身体疾患を合併す
る精神疾患患者の受入体制の確保が求められており、緊急な医療を必要とする全ての精神障害者等が、迅速かつ適正な医
療を受けられることを目的に、精神科救急医療体制整備事業が実施されている。

○ また、急性期の精神障害者に対して医療を提供するため、手厚く密度の高い医療提供体制の確保が求められている。
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第一 精神病床の機能分化に関する事項
三 急性期の精神障害者に対して医療を提供するための体制の確保等

１ 新たに入院する急性期の精神障害者が早期に退院できるよう、手厚く密度の高い医療を提供するための体制を確保する。

良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供を確保するための指針(平成26年3月7日厚生労働省告示第65号) （抄）

精神科救急医療に求められる役割①

第４節 精神科救急医療の確保
第１９条の１１ 都道府県は、精神障害の救急医療が適切かつ効率的に提供されるように、夜間又は休日において精神障害の医療を必要とする精神

障害者又は家族等からの相談に応じること、精神障害の救急医療を提供する医療施設相互間の連携を確保することその他の地域の実情に応じた
体制の整備を図るよう努めるものとする。

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（平成24年 一部改正） （抄）

１ 都道府県が確保すべき精神科救急医療体制
都道府県は、24時間365日搬送及び受入に対応できる精神科救急医療システムを確保
都道府県は、 24時間365日対応できる精神医療相談窓口及び精神科救急情報センターを設置
各精神科病院は、自院の患者やその関係者等からの相談等に、夜間・休日も対応できる体制を確保（ミクロ救急体制の確保）

２ 身体疾患を合併する精神疾患患者の受入体制確保
精神症状の治療を優先すべき患者は、必要に応じ身体疾患に対応できる医療機関が診療支援しつつ、精神科医療機関が対応することを原則
精神科を有する救急対応可能な総合病院は、原則、精神・身体症状の両方とも中程度以上の患者等を優先して対応する役割を明確化

精神科救急体制に関する検討会報告書（平成23年９月30日） （抄）

１目的
精神科救急医療体制整備事業は、緊急な医療を必要とする全ての精神障害者等が、迅速かつ適正な医療を受けられるように、都道府県又は指
定都市が、精神科救急医療体制を確保することを目的とする。

精神科救急医療体制整備事業実施要綱 （抄）
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精神科救急医療に求められる役割②
○ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進を図ることを基本的な考えとした上で、精神科救急医療体制を整理

するため、「精神科救急医療体制整備に係るワーキンググループ」が開催され、令和３年１月に報告書が取りまとめられた。
○ 報告書において、今後、精神科救急に係る入院医療を提供する医療機関においては、「原則対応を断らないこと」「措置入院

等への対応が可能であること」「身体合併症への対応が可能であること」等が求められることとされた。
○ また、報告書において、各施設類型に応じた役割や、地域における連絡・調整のあり方等が示された。

 平時の対応体制、受診前相談を担う機関や入院外医療の提供を担う医療機関の後方支援を行い、原則、対応要請を断らな
いこと

 措置入院、緊急措置入院への対応が可能であること
 身体合併症（新型コロナウイルス感染症への対応を含む。）への対応が可能であること

入院医療を提供する医療機関において求められる役割

 地域や病院群輪番型の実情等を踏まえつつ、
輪番体制の充実を図っていくことが望ましい。

 例えば、常時対応型施設が指定されている場
合には当該施設との役割分担を行うことや、当
番日でない他の病院群輪番型施設等との連携
により負担軽減を図ること等が挙げられる。

病院群輪番型施設の役割と整備

 原則として診療報酬上の精神科救急入院料又は精神科救急・合併症入院料の算定を
行っていることとされており、地域の中核的なセンター機能を果たすとともに、24時間365
日常時、入院が必要な患者の受入れを含む診療応需の体制を整えていることが求めら
れている。

 常時対応型施設は自医療機関において、24時間365日、多様なニーズと入院患者の受
入れに対応する必要があることから、業務量に見合う更なる人員の充実が望まれる。

 常時対応型施設は、特に、当該地域で受け止めきれない症例の後方支援や退院後の生
活を見据えた支援等が求められる。

常時対応型施設の役割と整備

 精神障害を有する方等及び地域住民の負担に配慮したアクセスのしやすさを確保する観点から、精神症状と身体症状を一元的に対応できる医療
機関の整備を今後、推進していくことが重要。

 身体合併症対応については、地域の実情に応じ、精神科救急医療施設と他科の医療機関との連携により支援し合う仕組みの構築が求められる。

身体合併症対応体制の整備

 精神科救急医療体制の構築は地域の実情に合わせて整備をする必要がある。
 都道府県は、精神科救急医療体制の機能の状況について、精神科救急医療圏域ごとに設置した検討部会から上がってきた情報について、一

定の評価基準に基づき、自地域の精神科救急医療に関する評価を行う必要がある。
 病院群輪番型施設や常時対応型施設では対応しきれない場合を想定することも重要であり、このような場合には、公的な病院、総合病院の精

神科や精神科を有する特定機能病院が対応することも選択肢の一つとして勘案し、精神科救急医療体制を整備する必要がある。

精神科救急医療体制整備の調整・連携

出典：令和３年１月22日
精神科救急医療体制整備に係るワーキンググループ報告書



精 神 科 救 急 医 療 体 制 整 備 事 業

一般救急の
情報センター

一般救急
医療圏域

・緊急対応が必要な患者を重症度に応じた受入先調整
・救急医療機関の情報集約・調整、かかりつけ医の事前登録

連
携

一般救急
医療圏域

24時間精神
医療相談窓口

外来対応施設

A精神科救急圏域
（常時対応型で対応）

B精神科救急圏域
（病院群輪番型で対応）

精神科救急医療体制連絡調整委員会
・関係機関間の連携・調整を図る

身体合併症
対応施設

常時対応型
精神科救急医療施設

病院群輪番型
精神科救急医療施設

都道府県による精神科救急医療体制の確保について法律上位置付け
【精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の改正（H24～）】

第４節 精神科救急医療の確保
第１９条の１１ 都道府県は、精神障害の救急医療が適切かつ効率的に提供されるように、夜間又は
休日において精神障害の医療を必要とする精神障害者又は家族等からの相談に応じること、精神障
害の救急医療を提供する医療施設相互間の連携を確保することその他の地域の実情に応じた体制の
整備を図るよう努めるものとする。
２ 都道府県知事は、前項の体制の整備に当たっては、精神科病院その他の精神障害の医療を提供
する施設の管理者、当該施設の指定医その他の関係者に対し、必要な協力を求めることができる。

【目的】 緊急な医療を必要とする精神障害者等のための
精神科救急医療体制を確保する（平成２０年度～）

【実施主体】 都道府県・指定都市
【補助率】 １／２
【主な事業内容】

○精神科救急医療体制連絡調整委員会等の設置
○精神科救急情報センターの設置
○精神科救急医療確保事業

精神科救急医療体制研修会
・精神科救急医療体制の運用ルールの周知
・個別事例の検討、グループワーク等

精神科救急情報センター

・相談対応
・適宜、医療機関の
紹介・受診指導

受入先調整

受
入
先

情
報

圏域毎の検討部会
・地域資源の把握、効果的連携体制の検討
・運用ルール等の策定、課題抽出

照
会

※１時間以内に医師・看護師のオン
コール対応が可能な病院を含む

※１時間以内に医師・看護師のオン
コール対応が可能な病院を含む

令和元年度予算額 令和２年度予算額
１７億円 → １７億円

（精神科救急・依存症医療等連携事業分含む）

24時間365日、同一
の医療機関で対応

複数病院の輪番制
で対応

外来診療による
対応

身体合併症患者に
対し医療を提供でき
る体制

101



精神障害にも対応した地域包括ケアシステムにおける精神科救急医療体制整備

○ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムにおける精神科救急医療体制は、精神障害者や精神保健（メンタルヘル
ス）上の課題を抱えた者等及び地域住民の地域生活を支えるための重要な基盤の一つであり、入院医療の提供の他、同
システムの重層的な連携による支援体制の中での対応、受診前相談や入院外医療により必ずしも入院による治療を要さ
ない場合も念頭におきつつ、都道府県等が精神科病院等と連携しながら必要な体制整備に取り組むことが重要。

精神科救急医療の提供に係る機能分化

○ 身体合併症対応を充実する観点から、都道府県等において精神科救急医療体制と一般の救急医療体制との連携の強化を図る。

身体合併症対応の充実

○ 誰もが危機等の状況下においてもその意思が尊重され、必要なときに医療を受けられる体制となるよう、都道府県等における精神科救急
医療体制連絡調整委員会や精神科救急医療圏域ごとの検討部会に、当事者や家族が参画する。

当事者、家族の参画

○ 精神障害にも対応した地域包括ケアシス
テムにおける重層的な連携による支援体制
における平時の対応の充実
▶ 保健所や保健センターからの訪問等、精神科

医療機関と保健所等の協力体制、相談体制の構
築、障害福祉サービス等の活用

○ 精神医療相談窓口の設置、充実

○ 精神科救急情報センターの設置、充実

平時の対応・受診前相談

○ かかりつけ精神科医等が時間外診療に対応

○ 相談者のニーズに応じて往診、訪問看護が
可能

○ 診療を行った上で、入院の要否に関する判
断を実施

入院外医療の提供
○ 平時の対応、受診前相談、入院外医療の後

方支援の実施、原則、対応要請を断らない

○ 措置入院、緊急措置入院への対応が可能

○ 身体合併症（新型コロナウイルス感染症を
含む）への対応が可能

※ 地域の基幹的な医療機関が一元的に果たす場合
や医療機関間の連携による面的な整備により果た
す場合も想定

入院医療の提供

【国】精神科救急医療体制整備事業の充実等と指針の改正の検討、精神科救急医療体制に係る評価指標の検討及び提示

【都道府県】精神科救急医療体制に関する評価指標を用いた整備状況の整理と評価、地域の実情に合わせた体制整備の推進

対診や訪問・電話等
による助言等

※ ICTの活用も検討

精神科救急
医療施設

一般の救急
医療施設

精神科救急医療体制
連絡調整委員会等

一般の救急医療体制
における会議体

身体合併症対応における
課題の共有、解決策の検討 等

精神科救急医療の提供現場における連携の促進 互いの救急医療体制の検討の場への参画
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（精神科救急医療体制整備に係るワーキンググループ報告書）

http://1.bp.blogspot.com/-LSCklp2fqOI/Vkcaeten8KI/AAAAAAAA0cM/r_CPwIofBVQ/s800/dai_byouin2.png
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精神科救急入院料について①

○ 現行、精神科救急入院料については、精神病床における手厚い人員配置、措置入院等の受け入れに係る実績、個室やCT
検査が可能な体制の確保等が要件とされている。当該入院料を届け出る医療機関については、精神医療における緊急性の
高い状態に対応する役割や、自治体等からの要請に対応する役割等が求められている。

Ａ３１１ 精神科救急入院料（１日につき）
１ 精神科救急入院料１ イ 30日以内の期間 3,579点 ロ 31日以上の期間 3,145点
２ 精神科救急入院料２ イ 30日以内の期間 3,372点 ロ 31日以上の期間 2,938点

［主な算定要件］
○ 対象患者

ア 措置入院患者、緊急措置入院患者又は応急入院患者
イ ア以外の患者であって、当該病棟に入院前３か月において精神病棟に入院（医療観察法入院を除く。）したことがない患者
ウ ア及びイにかかわらず、クロザピンを新規に導入することを目的として、当該保険医療機関の他の病棟（精神科救急入院料、精神科急性

期治療病棟入院料及び精神科救急・合併症入院料を算定する病棟を除く。）から転棟した患者
○ 当該入院料は、入院日から起算して３月を限度として算定する。
○ 算定対象となる患者は以下の精神障害を有する者に限る。

ア 症状性を含む器質性精神障害（精神疾患を有する状態に限り、単なる認知症の症状を除く。）
イ 精神作用物質使用による精神及び行動の障害（アルコール依存症にあっては、単なる酩酊状態であるものを除く。）
ウ 統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害
エ 気分（感情）障害
オ 神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害（自殺・自傷行為及び栄養障害・脱水等の生命的危険を伴う状態に限る。）
カ 成人の人格及び行動の障害（精神疾患を有する状態に限る。）
キ 知的障害（精神疾患を有する状態に限る。）
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精神科救急入院料について②

[主な施設基準]
１ 精神科救急入院料に関する施設基準

（１） 当該保険医療機関内に、精神保健指定医が５名以上常勤していること。
（２） 当該各病棟における常勤の医師の数は、当該病棟の入院患者の数が16 又はその端数を増すごとに１以上であること。
（３） 当該各病棟に２名以上の常勤の精神保健福祉士が配置されていること。
（４） 当該各病棟において、日勤帯以外の時間帯にあっては、看護師が常時２名以上配置されていること。
（５） 当該病棟の病床数は、１看護単位当たり60 床以下であること。
（６） 当該病棟の病床のうち、隔離室を含む個室が半数以上を占めていること。
（７） 必要な検査及びＣＴ撮影が必要に応じて速やかに実施できる体制にあること。
(８) 当該病棟の年間の新規患者のうち６割以上が措置入院、緊急措置入院、医療保護入院、応急入院、鑑定入院及び医療観察法入院のい

ずれかに係るものであること。
(９) 以下の地域における直近１年間における措置入院、緊急措置入院及び応急入院に係る新規入院患者のうち、原則として４分の１以上、又

は20 件以上の患者を当該病棟において受け入れていること。
ア 当該保険医療機関の所在地の都道府県（政令市の区域を含むものとする。）
イ １精神科救急医療圏と１基幹病院が対となって明確に区分された圏域がある場合（例えば政令市は市立病院が、政令市以外の地区は
県立病院が救急基幹病院となる。）は、当該圏域

(13) 当該病棟の病床数は、当該保険医療機関の精神病床数が300 床以下の場合には60 床以下であり、当該保険医療機関の精神病床数が
300 床を超える場合にはその２割以下であること。ただし、平成30 年３月31 日時点で、現に当該基準を超えて病床を有する保険医療機関に
あっては、令和４年３月31 日までの間、当該時点で現に届け出ている病床数を維持することができる。

２ 精神科救急入院料１に関する施設基準 ※精神科救急入院料２については[ ]内に記載

(１) 当該保険医療機関が、精神科救急医療体制整備事業において基幹的な役割を果たしていること。
具体的には、次のいずれも満たしていること。

ア 常時精神科救急外来診療が可能であり、精神疾患に係る時間外、休日又は深夜における診療（電話等再診を除く。）件数の実績が
年間150 [120]件以上、又は１の(９)のア又はイの地域における人口１万人当たり1.87 [1.5]件以上であること。
そのうち初診患者の件数が30 [2.5]件以上又は２割以上であること。

イ 精神疾患に係る時間外、休日又は深夜における入院件数の実績が年間40 [30]件以上又はアの地域における人口１万人当たり0.5 [0.37]件以上であるこ
と。

そのうち８[６]件以上又は２割以上は、精神科救急情報センター・精神医療相談窓口（精神科救急医療体制整備事業）、救急医療情報センター、他の医
療機関、都道府県、市町村、保健所、警察、消防（救急車）からの依頼であること。

ウ 複数の病棟において当該入院料の届出を行う場合については、ア及びイの「件以上」を「に届出病棟数を乗じた数以上」と読み替えること。
エ 全ての入院形式の患者受入れが可能であること。

(２) 当該病棟において、措置入院患者、鑑定入院患者、医療観察法入院患者及びクロザピンの新規導入を目的とした入院患者を除いた新規入
院患者のうち６割[４割]以上が入院日から起算して３月以内に退院し、自宅等へ移行すること。



平成18年度改定

○ 急性期の精神科入院医療の充実を図る観点から、入院早期の評価の引き上げ。
精神科救急入院料 2,800点 → 入院後30日以内 3,200点、入院後30日超 2,800点

平成20年度改定

○ 精神科救急医療施設の整備状況の地域差の解消のため、
・ 時間外、休日又は深夜における診療件数と措置入院等の患者数の要件について、地域の人口規模を考慮

した要件の緩和
・ 入院早期からの在宅への移行支援を更に推進する観点から、在宅へ移行する患者の割合が高い施設に

ついて、評価の引き上げ
精神科救急入院料１ 30日以内の期間 3,431点、31日以上の期間 3,031点
精神科救急入院料２ 30日以内の期間 3,231点、31日以上の期間 2,831点

平成22年度改定

○ 精神科救急患者は、救急搬送の受入困難事例ともなっていることから、入院早期の評価を引き上げ
精神科救急入院料１ 30日以内の期間 3,451点、31日以上の期間 3,031点
精神科救急入院料２ 30日以内の期間 3,251点、31日以上の期間 2,831点

平成24年度改定

○ 入院料に栄養管理加算、褥瘡患者管理加算を包括化
精神科救急入院料１ 30日以内の期間 3,462点、31日以上の期間 3,042点
精神科救急入院料２ 30日以内の期間 3,262点、31日以上の期間 2,842点
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平成26年度改定

○ 措置入院、緊急措置入院及び応急入院の実績要件を緩和、夜間休日の救急の受入実績を要件に追加
○ 消費税率８％への引上げに伴う対応

精神科救急入院料１ 30日以内の期間 3,557点、31日以上の期間 3,125点
精神科救急入院料２ 30日以内の期間 3,351点、31日以上の期間 2,920点

平成30年度改定

○ 地域における精神科救急医療体制への貢献や他の医療機関との連携を評価する観点から、初診患者や
自治体等からの依頼患者の受入れや、自宅等へ移行する患者に係る要件を見直し

○ 保険医療機関における精神科救急入院料の病床数に上限を設定
精神科救急入院料１ 30日以内の期間 3,557点、31日以上の期間 3,125点
精神科救急入院料２ 30日以内の期間 3,351点、31日以上の期間 2,920点

令和２年度改定

○ 地域における精神科救急の役割等を踏まえ、複数の病棟を届け出る場合、当該入院料を届け出ている病
棟の数に応じて時間外診療等の実績を必要とする旨を明確化

○ 届出病床数の上限を超えて病床を有する場合について、経過措置の期限を２年間を上限とする
精神科救急入院料１ 30日以内の期間 3,579点、31日以上の期間 3,145点
精神科救急入院料２ 30日以内の期間 3,372点、31日以上の期間 2,938点
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医師の配置 看護職員等の配置 構造設備等 その他の主な要件 算定の対象となる患者 診療報酬点数

精神科救急
入院料1

指定医
病棟常勤1名
病院常勤5名

医師 16：1

看護師 10：1
PSW

病棟常勤2名

・隔離室・個室が半数以上
・ＣＴ等の検査が速やかに
実施できる体制

・1看護単位60床以下

・時間外診療・時間外初診・自治体
等からの受入の件数
・措置・緊急措置・応急入院の件数
・新規入院患者の6割以上が3月以
内に自宅等へ移行

・措置・緊急措置・応
急入院患者

・3月以内に精神病棟
に入院したことがない患者
・クロザピンを新規に導入
することを目的として転棟
する患者

3,579点
（～30日）

3,145点
（31日～）

精神科救急
入院料2

・時間外診療・時間外初診・自治体
等からの受入の件数
・措置・緊急措置・応急入院の件数
・新規入院患者の4割以上が3月以
内に自宅等へ移行

3,372点
（～30日）

2,938点
（31日～）

精神科救急・
合併症入院
料

指定医
病棟常勤3名

精神科医
病院常勤5名

医師 16：1

看護師 10：1
PSW

病棟常勤2名

・合併症ユニットが2割以上
・隔離室・個室又は合併症
ユニットが半数以上

・救急蘇生装置、呼吸循環監視装置等
・ＣＴ等の検査が速やかに

実施できる体制
・1看護単位60床以下

・時間外診療の件数
・措置・緊急措置・応急入院の件数
・新規入院患者の4割以上が3月以
内に自宅等へ移行

・措置・緊急措置・応
急入院患者

・3月以内に精神病棟
に入院したことがない患者
・身体疾患の治療の
ため一般病棟に入院
した患者
・クロザピンを新規に導入
することを目的として転棟
する患者

3,579点
（～30日）

3,145点
（31日～）

精神科急性
期治療病棟
入院料1 指定医

病棟常勤1名
病院常勤2名

医師 48：1

看護 13：1
看護補助者 30：1
ＰＳＷ又は公認心理師
病棟常勤1名

・ 隔離室を有する
・1看護単位60床以下

・新規入院患者の4割以上が3月以
内に自宅等へ移行

・3月以内に精神病棟
に入院したことがない患者
・他病棟入院患者の
急性増悪例
・クロザピンを新規に導入
することを目的として転棟
する患者

1,997点
（～30日）

1,665点
（31日～）

精神科急性
期治療病棟
入院料2

看護 15：1
看護補助者 30：1
ＰＳＷ又は公認心理師
病棟常勤1名

1,883点
（～30日）

1,554点
（31日～）

精神科身体合併症管理加算
・精神科を標榜
・病棟に専任の内科又は外科の医師を1名以上配置

精神科救急入院料、精神科急性期治療病棟入院料、
認知症治療病棟入院料、精神病棟入院基本料（10：1、13：1又は15：1）、
特定機能病院入院基本料（精神病棟） を算定する患者

450点
（～7日）

300点
（8～15日）
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精神科入院に係る診療報酬と主な要件③（令和２年度）

区分 入院料
新規入院患者の自宅等への

移行率
クロザピン新規導入患者実績要件 診療報酬点数

精神科急性期

医師配置加算１
精神科急性期治療病棟入院料１ ６割 クロザピン新規導入患者 ６件/年 600点

精神科急性期
医師配置加算２

イ 精神病棟入院基本料等 － － 500点

ロ 精神科急性期治療病棟入院料 ６割 － 500点

精神科急性期

医師配置加算３
精神科急性期治療病棟入院料１ ４割 クロザピン新規導入患者 ３件/年 450点

中 医 協 総 － ２

３ ． １ １ ． ５



○ 精神科救急・急性期入院医療に係る特定入院料を届け出ている病床は10%程度で推移している。
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地域移行強化病棟入院料 精神療養病棟入院料 保険局医療課調べ
（R2年7月時点）

合計

307639

305401

302230

精神科急性期入院医療における入院料届出病床数の推移



○ これまで、精神科救急入院料については算定要件の見直しを行ってきたところ。
○ 令和２年度改定以降も、精神科救急入院料病棟の届出医療機関数及び総病床数は増加傾向にある。
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精神科救急入院料の届出医療機関数等の推移



○ 精神科救急入院料１を届け出ている全医療機関の当該入院料病床数の平均は52床であった。
○ 精神科救急入院料１を届け出ている医療機関においては、60床以下の病院が全体の７割を占める。
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平均 66.8床

標準偏差 36.6床

中央値 52床

精神科救急入院料１の届出病床数の状況



○ 精神科救急入院料及び精神科急性期治療病棟入院料を算定する病棟の病床数の上限は、
当該保険医療機関の精神病床数により規定されている。

○ 精神科救急入院料及び精神科急性期治療病棟入院料算定病床を増やすためには、
その他の病床を多く有することが求められる構造となっている。
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保険局医療課調べ
（R2年7月時点）

精神科救急入院料１の届出病床数の状況
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精神科救急入院料１算定病床と全許可病床の関係

経過措置に該当

現行の基準内

（精神科救急
入院料１算定病床）

（全許可病床）

精神科救急入院料及び精神科急性期治療病棟入院料算定病床の上限

精神病床数 算定病床の上限

300床以下 60床

300床を超える場合 精神病床数の２割以下

 A311 精神科救急入院料の施設基準（抜粋）
当該病棟の病床数は、当該保険医療機関の精神病床数が300 床以下の場合には60 床以下であり、当該保険医療機関の精神病床数が300 床を超える場

合にはその２割以下であること。

※A311-2精神科急性期治療病棟入院料についても同様の要件が定められている。
※A311精神科救急入院料については、「平成30 年３月31 日時点で、現に当該基準を超えて病床を有する保険医療機関にあっては、令

和４年３月31 日までの間、当該時点で現に届け出ている病床数を維持することができる。」こととされている。



○ 精神科救急・合併症入院料は、身体合併症を有する患者に対する治療が可能となるよう、施設基準において、より手厚い診
療体制が求められている。

○ 同水準の評価とされている精神科救急入院料については、要件を満たせば精神科身体合併症管理加算を算定できるところ、
精神科救急・合併症入院料については、当該加算が包括されている。
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精神科救急・合併症入院料について

・精神科を標榜する病院であって、当該病棟に専任の内科又は外科の医師が１名以上配置されていること。
・精神病棟入院基本料（10対１、13対１及び15対１入院基本料に限る。）、特定機能病院入院基本料（精神病棟である７対１、

10対１、13対１、15対１入院基本料に限る。）、精神科救急入院料、精神科急性期治療病棟入院料及び認知症病棟入院
料のいずれかを算定している病棟であること。

・必要に応じて患者の受入が可能な精神科以外の診療科を有する医療体制との連携が確保されていること。

450点（～7日）
300点（8～15日）

Ａ230-3 精神科身体合併症管理加算

医師の配置 看護職員等の配置 構造設備等 その他の主な要件
算定の対象となる患

者
診療報酬点数

精神科救
急入院料1 指定医

病棟常勤1名
病院常勤5名

医師 16：1

看護師 10：1
PSW

病棟常勤2名

・隔離室・個室が半数以上
・ＣＴ等の検査が速やかに
実施できる体制

・1看護単位60床以下

・時間外診療・時間外初診・自治体
等からの受入の件数
・措置・緊急措置・応急入院の件数
・新規入院患者の６割以上が３月以
内に自宅等へ移行

・措置・緊急措置・応
急入院患者

・３月以内に精神病棟
に入院したことがな
い患者
・クロザピンを新規に
導入することを目的と
して転棟する患者

3,579点
（～30日）

3,145点
（31日～）

精神科救
急入院料2

・時間外診療・時間外初診・自治体
等からの受入の件数
・措置・緊急措置・応急入院の件数
・新規入院患者の４割以上が３月以
内に自宅等へ移行

3,372点
（～30日）

2,938点
（31日～）

精神科救
急・合併症
入院料

指定医
病棟常勤3名

精神科医
病院常勤5名

医師 16：1

看護師 10：1
PSW

病棟常勤2名

・合併症ユニットが2割以上
・隔離室・個室又は合併症
ユニットが半数以上

・救急蘇生装置、呼吸循環監視
装置等
・ＣＴ等の検査が速やかに

実施できる体制
・1看護単位60床以下

・時間外診療の件数
・措置・緊急措置・応急入院の件数
・新規入院患者の４割以上が３月
以内に自宅等へ移行

・措置・緊急措置・応
急入院患者

・３月以内に精神病棟
に入院したことがな
い患者
・身体疾患の治療の
ため一般病棟に入院
した患者
・クロザピンを新規に
導入することを目的と
して転棟する患者

3,579点
（～30日）

3,145点
（31日～）



○ 精神病床における新規入院患者について、６割以上が90日以内に退院している。
○ 精神病床における入院患者について、約６割が在院期間１年以上となっている。
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63.7%

63.6%

63.7%

16.8%

17.0%

17.0%

7.9%

7.9%

7.9%

11.5%

11.5%

11.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H30年度

H29年度

H28年度

1日～90日 91日～180日 180日～365日 その他（当該期間中に退院しなかった者）

H25年度からH30年度の間に精神病床へ新たに入院した患者を対象として特定し、
各年度の新規入院患者数に対する90日、180日、365日時点で退院している者の割合を示している。

精 神 病 床 に お け る 新 規 入 院 患 者 の 特 定 時 点 に お け る 退 院 率

（出典）「令和３年度障害者政策総合研究事業 持続可能で良質かつ適

切な精神医療とモニタリング体制の確保に関する研究」 のうち、NDB

を基としたモニタリング指標作成の報告より精神・障害保健課作成

19.7%

21.7%

16.7%

8.0%

7.7%

10.5%

10.3%

9.6%

11.5%

62.0%

61.0%

61.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R2年度

R1年度

H30年度 1日～90日

91日～180日

180日～365日

365日以上

精 神 病 床 に お け る 入 院 患 者 の 在 院 期 間 別 割 合

（出典）精神保健福祉資料 精神・障害保健課作成

精神病床における入院患者の入院日数



○ 精神科救急入院料１を算定している病床では、F2統合失調症圏の割合が高い。
○ 病床数が増加すると、統合失調症圏の患者の割合は相対的に低下し、F0器質性精神障害圏（認知症を含

む）とF3気分障害圏の割合が相対的にやや増加する傾向にある。

精神科救急入院料１算定病床に入院している患者の疾病割合

18.9%

12.9%

14.0%

5.0%

5.1%

4.9%

38.5%

46.2%

47.4%

24.5%

23.2%

21.2%

4.5%

4.1%

4.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

121床以上

61～120床

60床以下

精神科救急入院料１算定病床数別の疾病割合

F0 症状性を含む器質性精神障害 F1 精神作用物質使用による精神及び行動の障害

F2 統合失調症，統合失調症型障害及び妄想性障害 F3 気分[感情]障害

F4 神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害 F5 生理的障害及び身体的要因に関連した行動症候群

F6 成人の人格及び行動の障害 F7 知的障害

F8 心理的発達の障害 F9 小児期及び青年期に通常発症する行動及び情緒の障害

F99 詳細不明の精神障害
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（出典）令和３年度障害者政策総合研究事業 持続可能で良質
かつ適切な精神医療とモニタリング体制の確保に関する研究班
（R２年６月30日時点）



精神病棟に入院中の患者における身体合併症等の状況

○ 精神病床を有する医療機関の入院患者については、約２割が身体合併症を有した者であり、精神科救急・身体合併症入
院料を算定する病棟の入院患者については、５割以上が身体合併症を有している。

○ 調査対象患者のうち、入院期間が１年未満の患者の約２割が身体合併症を有している。

出典：令和２年度改定検証調査

1年未満　n=934

1年以上5年未満　n=386

5年以上　n=243

20.1

17.6

14.4

78.7

80.6

85.6

1.2

1.8

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あり なし 無回答

精神科救急入院料　n=215

精神病棟入院基本料（10対
1、13対1、15対1）　n=595

精神科急性期治療病棟入
院料　n=389

精神療養病棟入院料
n=378

精神科救急・合併症入院料
n=7

16.7

21.0

19.5

15.1

57.1

82.8

78.2

78.7

83.3

42.9

0.5

0.8

1.8

1.6

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あり なし 無回答

病院調査の調査対象病院に入院していた患者のうち、以下に記載した条件に該当する
入院患者最大６名

a．以下の入院基本料等を算定している患者３名

・精神科救急入院料

・精神科急性期治療病棟入院料

・精神科救急・合併症入院料

※患者調査における対象選定方法

身体合併症の有無（入院基本料別、複数回答） 身体合併症の有無
（入院期間カテゴリー別）

b. 精神病棟入院基本料（１０対１、１３対１、１５対１）、精神料療養病棟入院料を
算定している患者より、以下の各条件に該当する患者計３名

・入院期間が１年未満の患１名

・入院期間が１年以上３年未満の患者１名

・入院期間が３年以上の患者１名

回答数：1,604名回答者：対象患者の入院している病棟責任者
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精神病棟に入院中の患者における身体合併症等の状況

○ 治療を要する身体合併症については、精神科救急・合併症入院料では「精神科・神経科の医師が対応」の回答が28.6%
あったものの、他入院料においては、「なし」との回答が5割以上であった。

○ 退院が可能となる状況については、「精神疾患が軽快すれば退院可能」が「精神科救急入院料」(67.9%)と「精神科急性期
治療病棟入院料」(63.8%)で多かった。一方、「精神疾患または身体合併症が軽快した上で居住先や退院後に必要な支援等
が確保できれば退院可能」が多かったのは「精神療養病棟入院料」(61.6%)と「精神病棟入院基本料」(50.4%)、「精神科救急・
合併症入院料」(42.9%)であった。

出典：令和２年度改定検証調査

身体合併症に対する対応状況（入院基本料別）

精神科救急入院料　n=215

精神病棟入院基本料（10対
1、13対1、15対1）　n=595

精神科急性期治療病棟入
院料　n=389

精神療養病棟入院料
n=378

精神科救急・合併症入院料
n=7

53.0

55.0

51.4

56.3

28.6

7.4

10.6

10.3

10.1

28.6

7.9

9.7

10.8

7.1

42.9

5.1

4.0

4.6

4.5

0.0

26.5

20.7

22.9

22.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

治療を要する身体合併症なし

精神科・神経科の医師が対応

自院の他科の医師が対応

他院の医師が対応

無回答

精神科救急入院料　n=215

精神病棟入院基本料（10対
1、13対1、15対1）　n=595

精神科急性期治療病棟入
院料　n=389

精神療養病棟入院料
n=378

精神科救急・合併症入院料
n=7

67.9

36.3

63.8

30.2

28.6

0.0

2.4

1.5

0.0

14.3

0.9

2.2

2.1

1.1

14.3

26.0

50.4

23.9

61.6

42.9

3.3

7.4

7.5

5.8

0.0

1.9

1.3

1.3

1.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

精神疾患が軽快すれば退院可能

身体合併症が軽快すれば退院可能

精神疾患と身体合併症が両方とも軽快すれば退院可能

精神疾患または身体合併症が軽快した上で居住先や退院

後に必要な支援等が確保できれば退院可能

その他

退院が可能となる状況（入院基本料別）

117



精神病床を有する医療機関における新型コロナウイルス感染症の対応状況

○ 精神病床を有する医療機関においても、新型コロナウイルス感染症の対応を行っている場合がある。
○ 重点医療機関等の指定については、精神科を有する特定機能病院等では半数以上をしめるが、いわゆる精神科単科病

院等においても、半数以上で感染症対応への何らかの協力を行っている。
○ 感染防止対策加算については、46.6％の医療機関が届出を行っている。

b.新型コロナウイルス感染患者の入院患者の受入の有無 
n=412

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

18.0

23.8

23.3

18.0

24.0

28.4

37.4

24.8

79.9

74.8

75.2

80.6

74.8

70.4

61.1

74.0

2.2

1.5

1.5

1.5

1.2

1.2

1.5

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

有り 無し 無回答

出典：令和２年度改定検証調査

精神科病院(n=280)

精神科を有する病院(n=122)

2.9

59.8

6.1

17.2

42.5

9.8

48.6

13.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

重点医療機関（新型コロナ患者専用の病院や病棟を設定する医療機関）

として都道府県から指定されている

協力医療機関（新型コロナ疑い患者専用の個室病床を設定する医療機

関）として都道府県から指定されている

その他

無回答

重点医療機関等の指定の有無（病院種別）

新型コロナウイルス感染患者の入院受入の有無

N=412（精神病床を有する医療機関）

※「精神科病院」は精神科単科病院及び精神科病院（内科等一般科標榜あり）を指
す。

「精神科を有する病院」は精神科を有する特定機能病院及び精神科を有する一般
病院を指す。

感染防止対策加算の施設基準の届出状況（病院種別）

精神科病院(n=280)

精神科を有する病院(n=122)

73.6

4.9

25.4

94.3

1.1

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

届出をしていない 届出をしている 無回答 118



○ 精神科救急医療体制における入院医療では、措置入院や緊急措置入院への対応が可能で、原則、対応要請を断らな
いこと、身体合併症への対応が可能であることが求められている。こうした機能は、新型コロナウイルス感染症等への対
策・対応の上でも重要性が増している。

○ 精神科救急入院料の対象は、精神疾患による救急・急性期の患者であり、一部の疾患では重症者に限定されている。
○ 精神科急性期入院医療においては、救急・急性期入院医療に係る特定入院料を届け出ている病床は約10%であり、精

神科全体で新規に入院する者の半数以上は90日以内に退院している現状がある。

○ 精神科救急入院を応需する医療機関においては、手厚い医療体制が必要である一方、精神科救急入院料・急性期治
療病棟入院料算定病床数の上限は当該病院の精神病床数によって規定されており、その他の病床を多く有することが求
められる構造となっている。
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精神科救急入院医療に係る課題（小括）




